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【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【発明の名称】支持機構並びにこの支持機構を備えた支持装置
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、モニター用のディスプレイや電話機、その他の事務機器等の各種機器を、ス
イベルトルクヒンジを用いて取付台や壁などの取付要素に対して片持ち式に保持して水平
方向へ移移動させ、任意の位置で停止保持させる際に用いて好適な支持機構並びにこの支
持機構を用いた支持装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　モニター用のディスプレイや事務機器等の各種機器を、仕事机のような取付台に対して
支持アームを用いて水平方向や前後方向さらには上下方向にスライドさせて任意の位置で
保持させる支持装置の支持機構としては、下記特許文献１に示したものが公知である。こ
の特許文献１に記載された支持装置の支持機構は、取付台側と支持アーム或は支持アーム
同士をスイベルトルクヒンジで連結したもので、フリクショントルク発生機構を有しない
ことから、支持アームの先端に取り付けた各種機器の停止位置が安定せず、時間の経過と
ともに外部から加えられる振動や揺れにより、動いてしまうという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－８３５３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　そこで、フリクショントルク発生機構を有する支持装置のスイベルトルクヒンジが考え
られたが、アーム部材を介してフリクション機構に加えられる荷重が片側に偏ってしまう
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ことから、初期トルク値が変動してしまい、安定した各種機器の停止状態や揺動力が変動
してしまうという問題が生じた。つまり、図１１に示すように、支持アーム２１に取り付
けられるブラケット部材２０ａに設けられた軸受孔２０ｃに、ヒンジシャフト２３を挿通
させ、ヒンジシャフト２３の端部に締付ナット２２が取り付けられ、取付プレート２０ａ
と締付ナット２２の間にヒンジシャフト２３を挿通させたスプリングワッシャー２４など
から成るフリクショントルク発生機構２５が設けられスイベルトルクヒンジ２０は、支持
アーム２１がディスプレイ側に垂れ下がると、それに伴い取付プレート２０ａもディスプ
レイ側に垂れ下がり、取付プレート２０ａと締付ナット２２の間のフリクショントルク発
生機構２５に偏った荷重かかり、使用開始後においてフリクショントルク発生機構２５に
より創出されるフリクショントルクが変動してしまうという問題があった。
【０００５】
　そこで本発明が解決しようとする課題は、スプリングワッシャーやフリクションワッシ
ャーなどを用いたフリクショントルク発生機構を備えたスイベルトルクヒンジを用いても
、使用開始後においてフリクショントルクが極力変動しないように成した支持機構並びに
この支持機構を用いた支持装置を提供せんとするにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、本願請求項１発明は、先端側に各種機器を取り付けた支持
アームを取付要素に対して水平方向へ揺動可能に支持する支持装置の支持機構であって、
前記取付要素側と前記支持アームの間にスイベルトルクヒンジを用い、このスイベルトル
クヒンジのヒンジシャフトに前記支持アームへ取り付けられるブラケット部材を回転可能
に取り付け、前記ヒンジシャフトと前記ブラケット部材の間に当該ブラケット部材へフリ
クショントルクを創出させるフリクショントルク発生機構を設け、前記支持アームに前記
ブラケット部材に対し離間対向させて保持機構を設け、この保持機構に前記ヒンジシャフ
トの先端側を軸支させたことを特徴とする。
【０００７】
　次に、本願請求項２発明に係る支持機構は、前記保持機構に前記ヒンジシャフトを軸支
するに当たり、前記保持機構に筒状のブッシュ部材を取り付け、このブッシュ部材に前記
ヒンジシャフトの先端側を軸支させることを特徴とする。
【０００８】
　次に、本願請求項３発明に係る支持機構は、前記スイベルトルクヒンジは、前記各種機
器の取付台に取り付けた昇降装置の支柱に対し上下方向へスライド調節可能に取り付けら
れていることを特徴とする。
【０００９】
　次に、本願請求項４発明に係る支持装置は、前記支持アームの先端には、上下左右に首
を振る構造のユニバーサルジョイントヒンジが取り付けられ、このユニバーサルジョイン
トヒンジを介して各種機器が取り付けられていることを特徴とする。
【００１０】
　そして、本願請求項５発明に係る支持装置は、前記支持アームが、複数個組み合わされ
ており、その連結箇所ごとに請求項１乃至３のいずれか１項に記載の支持機構が用いられ
ていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明は、以上のように構成したので、請求項１発明に係る支持機構によれば、取付要
素に支持されて使用される各種機器を水平方向の任意の位置で安定的に停止保持させるこ
とのできる上に、使用開始後においてもそのフリクショントルク発生機構のフリクション
トルクが低下することを可及的に防止できる。
【００１２】
　請求項２発明に係る支持機構によれば、ヒンジシャフトに筒状のブッシュ部材を取り付
けられていることにより、支持部とヒンジシャフトの軸支部の間の摩耗を抑えて、異音を
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発生することを防止し、支持機構の製品寿命を延ばすことができる。
【００１３】
　請求項３発明に係る支持機構によれば、スイベルトルクヒンジが取付台に取付けた取付
要素の昇降装置によって、支柱に対し上下方向へスライド調節可能に取り付けられている
ことにより、各種機器を上下方向の任意の位置で安定的に停止保持させることができる。
【００１４】
　請求項４発明によれば、上下左右に首を振る機構を備えるユニバーサルジョイントヒン
ジを用いることにより、各種機器の設置位置や角度を任意に調節でき利便性が増す支持装
置を提供できるものである。
【００１５】
　そして、請求項５発明によれば、支持アームが複数個組み合わされていることにより、
各種機器を前後方向の任意の位置で安定的に停止保持させることができ、支持アームを複
数組み合わせても、永年使用の後においてもその機能が低下することを可及的に防止でき
る支持装置を提供できるものである。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明に係る支持装置の使用例を示す斜視図である。
【図２】本発明に係る支持機構の要部の分解斜視図である。
【図３】本発明に係る支持機構のスイベルトルクヒンジの斜視図である。
【図４】本発明に係る支持機構のスイベルトルクヒンジの分解斜視図である。
【図５】本発明に係る支持装置の取付要素の１例である昇降装置の側面図である。
【図６】本発明に係る支持機構の取付部材を示し、（ａ）はその斜視図、（ｂ）は平面図
、（ｃ）はＡ－Ａ線断面図、（ｄ）は底面図である。
【図７】本発明に係る支持機構の第１支持アームを示し、（ａ）はその斜視図、（ｂ）は
平面図、（ｃ）はＢ－Ｂ線断面図、（ｄ）は底面図である。
【図８】本発明に係る支持装置の第２支持アームを示し、（ａ）はその斜視図、（ｂ）は
平面図、（ｃ）はＣ－Ｃ線断面図、（ｄ）は底面図である。
【図９】本発明に係る支持機構の要部の一部拡大断面図である。
【図１０】本発明に係る支持装置の要部の断面図である。
【図１１】比較例の支持装置の一部拡大断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、図面を参照しつつ、本発明に係る各種機器を片持ち式で支持する支持アームの支
持機構並びにこの支持機構を用いた支持装置の一実施形態について説明する。
【００１８】
　図１～図１０はこの実施形態に係るモニター用ディスプレイなどの各種機器１６を各種
機器の支持機構４並びにこの支持機構４を用いた支持装置１を示す図である。支持装置１
は、図１に示すように、取付台である仕事机３０上に各種機器１６の一例としてのディス
プレイを取り付けて、ディスプレイ１６を仕事机３０上の任意の位置に移動停止させるた
めのものである。ディスプレイ１６は、液晶テレビ、プラズマテレビなどから成るモニタ
ー用の据え置き型のものであるが、このものに限定されず、タブレットＰＣ（Ｐｅｒｓｏ
ｎａｌ Ｃｏｍｐｕｔｅｒ）、ノートＰＣ、固定電話機、その他の取付台、その他の取付
要素に支持されて使用される様々な機器が該当する。したがって、この理由により、以下
の説明では各種機器をディスプレイ１６として説明するが、請求項では各種機器と記載す
る。
【００１９】
　また、支持機構は、図示した支持装置１が支持アームを２本用いており、二つの支持機
構をいるものであることから、支持機構を第１支持機構Ａと第２支持機構Ｂに分けて説明
すると共に、支持アームは第１支持アーム５と第２支持アーム１１というように分けて説
明するが、支持機構は第１支持機構Ａと第２支持機構Ｂ共に同じ構成であり、支持アーム
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は第１支持アーム５と第２支持アーム１１共に同じ支持機構を採用していることから、請
求項では単に支持機構と支持アームというように記載する。また、第１保持機構ｃと第２
保持機構ｄも、それが第１支持アーム５に設けられるか、第２支持アーム１１に設けられ
るかの相違があるのみで、その構成は同じであるので、請求項では単に保持機構と記載す
る。
【００２０】
　支持装置１は、実施例のものは、図１及び図２に示したように、支持台である仕事机３
０の天板３０ａに、締付ネジ２ｃを介し取り付けられている取付要素の一例である昇降装
置２と、この昇降装置２を構成する支柱３に上下方向へスライド調節可能に取り付けられ
た第１支持機構Ａを介して水平方向へフリクション回動可能に取り付けられた第１支持ア
ーム５と、この第１支持アーム５の先端側に同じく第２支持機構Ｂを介して水平方向へフ
リクション回動可能に取り付けられた第２支持アーム１１と、この第２支持アーム１１の
自由端側に取り付けられディスプレイ１６を保持するユニバーサルジョイントヒンジ１５
とで構成されている。以下、上記したような支持装置１の構成を順を追って説明するが、
第１支持機構Ａを仕事机３０の上に直に取り付けたり、部屋の壁部に直に取り付けられる
場合もある。したがって、本明細書では、昇降装置２を取付要素の一例として説明する。
【００２１】
　また、支持装置１にしても、支持アームが単数のものもあり、ユニバーサルジョイント
ヒンジ１５にしても、これを用いないものもある。したがって、支持装置１は実施例のも
のに限定されない。さらに、第１支持機構Ａと第２支持機構Ｂは、取付要素の部分が異な
るのみで、後は同じ構造であることから、第２支持機構Ｂについては説明を省略する場合
がある。従って、本願明細書と特許請求の範囲では、単に支持機構という場合がある。
【００２２】
　支持装置１を構成する取付要素としての昇降装置２は、実施例のものは、図１と図５に
示したように、仕事机３０の天板３０aを挟む断面コの字形状を呈した固定部材２aと、こ
の固定部材２ａの下片部２ｂに取り付けられ固定部材２ａを天板３０ａへ固定する締付ネ
ジ２ｃと、固定部材２ａの上片部２ｄ上に取り付けたパイプ状の支柱３から成る。
【００２３】
　第１支持機構Ａは、スイベルトルクヒンジ６と、このスイベルトルクヒンジ６のヒンジ
シャフトの上端部を保持するために第１支持アーム５に設けられた第１保持機構ｃとで構
成されている。
【００２４】
　第１スイベルトルクヒンジ６は、昇降装置２の支柱３に上下方向へスライド可能に取り
付けられた取付部材４と、この取付部材４の上方へ向けて回転を規制されて取り付けられ
たヒンジシャフト６ａと、このヒンジシャフト６ａに回転可能に取り付けられたところの
第１支持アーム５へ取り付けられるブラケット部材８と、このブラケット部材８と第１ヒ
ンジシャフト６ａの間に設けられた第１フリクショントルク発生機構９と、で構成されて
いる。
【００２５】
　第１保持機構ｃは、スイベルトルクヒンジ６のヒンジシャフト６ａの先端部に上方へ突
出させて同芯状に設けた軸支部６ｈと、この軸支部６ｈを軸支するために第１ブラケット
部材８に対して離間対向させて第１支持アーム５の基部側に延設させた保持部５ｒとで構
成されている。保持部５ｒに設けた取付穴５ｃに円筒状のブッシュ部材７が挿入固定され
、このブッシュ部材７に設けた軸受孔７ａにヒンジシャフト６ａの軸支部６ｈを軸支する
構成であるが、このブッシュ部材７は省略して単なる軸受孔としてもよい。軸支部６ｈは
実施例のものは断面円形状であるが、これを変形軸とし、これを軸受部に対して回転可能
に軸受けさせたブッシュ部材に回転を規制させて軸受けさせる構成であってもよい。
【００２６】
　第１フリクショントルク発生機構９は、ヒンジシャフト６ａの中径部６ｅに回転可能に
取り付けたブラケット部材８と、ヒンジシャフト６ａの大径部６ｂとの間にそれぞれ軸方
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向へ設けた円形挿通孔９ｇと９ｈに中径部６ｅを挿通させ、一方はヒンジシャフト６ａに
、他方はブラケット部材８に係合させつつ重ねて合わせて設けた一対の第１フリクション
ワッシャー９ａ及び第２フリクションワッシャー９ｂと、同じく円形軸部６ａをその軸心
部軸方向に設けた円形挿通孔９ｉを挿通させてブラケット部材８の上面側に当該ブラケッ
ト部材８に係合されて設けた第３フリクションワッシャー９ｃと、この第３フリクション
ワッシャー９ｃの上面側にヒンジシャフト６ａの第２変形軸部６ｆをその軸心部軸方向に
設けた変形挿通孔９ｊを挿通係合させて設けた第４フリクションワッシャー９ｄと、この
第４フリクションワッシャー９ｄの上面側にその軸心部軸方向に設けた円形挿通孔９ｋを
第２変形軸部６ｆに挿通させて設けたスプリングワッシャー９ｅと、このスプリングワッ
シャー９ｅの上面側にその軸心部軸方向に設けた変形挿通孔９ｍを第２変形軸部６ｆに挿
通係合させて設けた押えワッシャー９ｆと、この押えワッシャー９ｆの上面側に配置され
、ヒンジシャフト６ａの第２変形軸部６ｆに設けた雄ネジ部６ｇにネジ着された締付ナッ
ト１０とで構成されている。
【００２７】
　尚、第１フリクションワッシャー９ａには、その外周に一対の係止片９ｎ、９ｎが下向
きに設けられ、この係止片９ｎ、９ｎをヒンジシャフト６ａの大径部６ｂに設けた係合凹
部６ｄ，６ｄと係合させ、第２フリクションワッシャー９ｂには、その外周に一対の係止
片９ｏ、９ｏが上向きに設けられ、この係止片９ｏ、９ｏをブラケット部材８に設けた係
合凹部８ｄ、８ｄと係合させている。さらに、第３フリクションワッシャー９ｃにはその
外周に下向きに係止片９ｐ、９ｐが設けられ、この係止片９ｐ、９ｐはブラケット部材８
に設けた係止凹部８ｄ、８ｄと係合している。実施例では第２フリクションワッシャー９
ｂの係止片９ｏ、９ｏと第３フリクションワッシャー９ｃの係止片９ｐ、９ｐとはブラケ
ット部材８に設けた係止凹部８ｄ、８ｄを共有している。さらに、第１フリクションワッ
シャー９ａから第４フリクションワッシャー９ｄには、その各面部に潤滑油を保持させる
複数のオイル保持部９ｓ、９ｓ・９ｔ、９ｔ・９ｕ、９ｕ・９ｖ、９ｖが設けられている
。
【００２８】
　以上の説明から明らかなように、実施例に係る第１フリクショントルク発生機構９は、
第１フリクションワッシャー９ａがヒンジシャフト６ａに固定され、第２フリクションワ
ッシャー９ｂと第３フリクションワッシャー９ｃがブラケット部材８に固定されており、
さらに第４フリクションワッシャー９ｄはヒンジシャフト６ａに固定されていることから
、締付ナット１０を所定のトルクで締め付けると、ブラケット部材８を水平方向へ回転さ
せる際に、第１フリクションワッシャー９ａと第２フリクションワッシャー９ｂの間と、
第３フリクションワッシャー９ｃと第４フリクションワッシャー９ｄの間にフリクション
トルクが発生することになる。
【００２９】
　尚、この第１フリクショントルク発生機構９の構成は一例であって、実施例のものに限
定されない。それは、様々なフリクションワッシャー、スプリングワッシャー及びその他
のワッシャー等の公知或は新規な組み合わせが考えられる。
【００３０】
　次に、第１支持アーム５の先端側には、第２支持アーム１１が第２支持機構Ｂを介して
水平方向へ回転可能に取り付けられている。第２支持アーム１１の先端側にはユニバーサ
ルジョイントヒンジ１５介して、例えばモニターテレビなどのディスプレイ１６が上下左
右に振り可能に取り付けられている。
【００３１】
　次に、各部材の構成につきさらに詳しく説明する。まず、取付部材４は、平面異形長円
形状を呈したもので、その一端側に形成された挿通孔４ａに支柱３が弛挿されており、挿
通孔４ａからは外部に向けて割り溝４ｂが設けられ、この割り溝４ｂに直交する方向に設
けた雌ネジ孔４ｃに締付ネジ４ｄがネジ着されている。取付部材４には、とくに図６に示
されたように、一端から他端に向けて、挿通孔４ａ、空洞部４ｅ、変形取付孔４ｆの順に
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形成されている。変形取付孔４ｆは、第１支持アーム５と対向する側の面で第１スイベル
トルクヒンジ６を構成するヒンジシャフト６ａの第１変形部６ｃの断面形状と略同形状に
形成されており、第１変形軸部６ｃが変形取付孔４ｆに回動不能に挿入されている。この
変形取付孔４ｆの下側には仕切壁４ｇを介して挿入穴４ｈが設けられ、仕切壁４ｇに設け
たネジ挿通孔４ｈを介して互いに連通しており、ネジ挿通孔４ｉを介して挿入された締付
ネジ１７を、ヒンジシャフト６ａの第１変形軸部６ｃに設けた雌ネジ孔６ｉへネジ着させ
ることにより、ヒンジシャフト６ａは取付部材４に固着されている。
【００３２】
　第１ブラケット部材８は、とくに図３と図４に示したように、平板部８ａと、この平板
部８ａの両側に向けられた両側板部８ｂ、８ｂと、平板部８ａに設けられたところのヒン
ジシャフト６ａの中径部６ｅを挿通させる挿通孔８ｃと、この挿通孔８ｃを挟んで平板部
８ａに設けた係止凹部８ｄ、８ｄと、平板部８ａから両側板部８ｂ、８ｂにかけて設けら
れた係合孔８ｆ、８ｆと、取付孔８ｅ、８ｅ、８ｅから成り、この取付孔８ｅ、８ｅ、８
ｅを介して取付ネジ１７、１７、１７で、図９に示したように、第１支持アーム５の下側
に固着されている。
【００３３】
　ブッシュ部材７は筒状のもので、第１支持アーム５にブラケット部材８に対して離間対
向させて設けた保持部５ｒに設けた取付穴５ｃへ圧入されて取り付けられている。このブ
ッシュ部材７としては、例えばオイレス工業株式会社製のドライメットブッシュ（品番：
７０Ｂ－０７０５）を用いることが好ましい。
【００３４】
　次に、第１支持アーム５について説明する。第１支持アーム５は、その固定端から自由
端５ｓに向けて、第１空洞部５ａと隔壁５ｅにより第１空洞部５ａと隔離された第２空洞
部５ｆと変形取付孔５ｇとが設けられている。取付部材４と対向する側の面に、第１空洞
部５ａと第２空洞部５ｆが設けられ、変形取付孔５ｇの仕切壁５ｔを介して挿入穴５ｕが
設けられ、また、仕切壁５ｔにネジ挿通孔５ｖが設けられている。
【００３５】
　この第１空洞部５ａ内に第１スイベルトルクヒンジ６の主要部が収納されている。具体
的には、第１空洞部５ａ内には、第１スイベルトルクヒンジ６を構成するヒンジシャフト
６ａの中径部６ｅの一部が収容される収容部５ｂと、ブッシュ部材７が取り付けられた軸
支部６ｈが回転可能に軸支される保持部５ｒが形成されている。そして、保持部５ｒに設
けた取付穴５ｃに取り付けたブッシュ部材７の挿通孔７ａにヒンジシャフト６ａの軸支部
６ｈが回転可能に挿入された上で、平板部８ａが固定ビス１７で第１空洞部５ａ内で第１
支持アーム５に固着されている。一方、とくに図２と図１０に示されたように、第１支持
アーム５の変形取付孔５ｇには、第２スイベルトルクヒンジ１２のヒンジシャフト１２ａ
の変形軸部１２ｃが挿入係合されて、固定ビス１７により第１支持アーム５の先端側に固
着されている。
【００３６】
　第１空洞部５ａは、その開口部が第１蓋部材５ｋにより被蓋される。第１蓋部材５ｋに
は、ブラケット部材８に設けられた係合孔８ｆ，８ｆに挿入される一対の係止片５ｍ，５
ｍが設けられている。
【００３７】
　次に、第２支持アーム１１の第２支持機構Ｂについて説明する。この第２支持機構Ｂは
、第２支持アーム１１を水平方向へ揺動可能に支持し、スイベルトルクヒンジ１２の取付
要素となるものが第１支持アーム５となっている点で相違しているが、スイベルトルクヒ
ンジ１２のヒンジシャフトの１２ａの変形軸部１２ｃが第１支持アーム５の自由端５ｓ側
に設けた変形取付孔５ｇに挿入固定され、ヒンジシャフト１２の軸支部１２ｈが第２支持
アーム１２の保持部１２ｒに設けた取付孔１２ｃに取り付けたブッシュ部材７に回転可能
に挿入されている。その他の構成は第１支持機構Ａと構成が同じであるので、詳しい説明
を省略する。また、第２保持機構ｄにしても、それが第２支持アーム１１に設けられる点
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を除いて第１保持機構ｃと同じ構成なので詳しい説明を省略する。
【００３８】
　図１と図２及び図８に示したように、第２支持機構Ｂの第２支持アーム１１は、第１支
持アーム５の変形取付孔５ｇの代わりにユニバーサルジョイントヒンジ１５を取り付ける
ために取付手段１１ｇを有するが、その他の構成は第１支持アーム５と同様である。具体
的には、第２支持アーム１１は、その第１支持アーム５に対する連結端側から自由端側に
向けて、第１空洞部１１ａと隔壁１１ｅにより第１空洞部１１ａと隔離された第２空洞部
１１ｆと取付手段１１ｇとが設けられている。第１支持アーム５と対向する側の面に、第
１空洞部１１ａと第２空洞部１１ｆが設けられ、連結端側には保持部１１ｒが設けられて
いる。ている。
【００３９】
　第１空洞部１１ａ内には、第２スイベルトルクヒンジ１２を収容する収容部１１ｂと、
ブッシュ部材７が取り付けられた軸支部１２ｈがブッシュ部材７を介して回転可能に軸支
される取付穴１１ｃが形成されている。そして、ブッシュ部材７にヒンジシャフト１２ａ
の軸支部１２ｈが挿入された上で平板部１３ａが固定ビス１７で第１空洞部１１ａ内で第
２支持アーム１１に固着されている。一方、取付手段１１ｇには、ユニバーサルジョイン
トヒンジ１５が、下方から孔１８ａを貫通させてユニバーサルジョイントヒンジ１５の雌
ねじ１８ｂに締め付けた取付ボルト１８により固着されている。ユニバーサルジョイント
ヒンジ１５によりディスプレイ１６が保持されている。
【００４０】
　第１空洞部１１ａは、その開口部が第１蓋部材１１ｋにより被蓋される。第１蓋部材１
１ｋには、第２ブラケット部材１３に設けられた係合孔１３ｆ，１３ｆに挿入される一対
の係止片１１ｍ，１１ｍが設けられている。
【００４１】
　以上のように、本願発明は、第１支持アーム５と第２支持アーム１１に対応して２個の
第１支持機構Ａと第２支持機構Ｂが設けられているが、上述したように、本発明はこれに
限定されない。例えば、１個の支持アームに対応して１個の支持機構を備えることもでき
、３個の支持アームに対応して３個の支持機構を備えることもできる。
【００４２】
　次に、本実施形態に係る支持装置１の作用を説明する。ディスプレイ１６は、昇降装置
２の支柱３に対する取付部材４の取付位置を調節することにより、上下方向の位置が調整
され、締付ネジ４ｄによりその位置が保持される。さらに、ディスプレイ１６は、第１支
持アーム５の固定端が第１支持機構Ａを介して取付部材４に取付けられ、第２支持アーム
１１の固定端が第２支持機構Ｂを介して第１支持アーム５に取付けられていることにより
、水平方向及び前後方向の位置が調整される。そして、第１スイベルトルクヒンジ６の第
１フリクショントルク発生機構９と第２スイベルトルクヒンジ１２の第２フリクショント
ルク発生機構１４によりフリクショントルクが創出され、ディスプレイ１６の水平方向の
位置が任意の位置で停止保持される。
【００４３】
　このディスプレイ１６の水平方向の位置や前後方向の位置を変えたいときには、第１フ
リクショントルク発生機構９と第２フリクショントルク発生機構１４により創出されてい
るフリクショントルクより大きな力をディスプレイ１６に作用させて、ディスプレイ１６
が所望の位置になったら、その移動を停止すると、第１スイベルトルクヒンジ６と第２ス
イベルトルクヒンジ１２により発生しているフリクショントルクによりディスプレイ１６
がその位置に停止保持される。
【００４４】
　このようにディスプレイ１６が第１支持アーム５と第２支持アーム１１によって停止保
持されている状態において、まず、第１支持アーム５がディスプレイ１６及び第２支持ア
ーム１１により生じる落下モーメントにより、ディスプレイ１６側に垂れ下がろうとする
。しかし、第１スイベルトルクヒンジ６が、ブラケット部材８だけでなく、第１支持アー
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ム５の保持部５ｒに設けた取付穴５ｃへ挿入させたブッシュ部材７が介在した状態で軸支
部６ｈが挿入されているヒンジシャフト６ａでその落下モーメントを受け止めることによ
り、第１支持アーム５がディスプレイ１６側に垂れ下がるのを抑えることができる。さら
に支持アーム５にかかる偏荷重が第１保持機構ｃにより、ヒンジシャフト６ａの軸周りに
均等に荷重されることになることから、第１フリクショントルク発生機構９を構成するフ
リクションワッシャー９ａ～９ｄやスプリングワッシャー９ｅに偏荷重が加わることを防
止できる。これによりフリクショントルク発生機構によるフリクショントルクの初期設定
が経時的に変化することを有効に防止できるものである。
【００４５】
　つまり、図１１に示す比較例のスイベルトルクヒンジ２０ように、支持アーム２１に取
り付けたブラケット部材２６のみで、図示してないディスプレイのような各種機器の落下
モーメントを受け止めようとすると、支持アーム２１が各種機器側に垂れ下がり易く、支
持アーム２１が各種機器側に垂れ下がると、それに伴いブラケット部材２６も垂れ下がり
、ブラケット部材２６と締付ナット２２の間のクショントルク発生機構２５に偏った荷重
かかり、使用開始後においてフリクショントルク発生機構２５により創出されるフリクシ
ョントルクが変動してしまう。その結果、フリクショントルク発生機構２５の初期設定ト
ルク値が時間の経過とともに変化してしまうが、本発明によればこのよう不都合を極めて
有効に防止することができるものである。このような問題は、図示してない第２支持アー
ムを支持する第２支持機構Ｂの場合も同じである。その他、図１１において、指示記号２
３ものは取付部材であり、支持記号３のものは取付要素を構成する昇降装置の支柱である
。
【産業上の利用可能性】
【００４６】
　本発明は、以上のように構成したので、モニターテレビのようなディスプレイを始めと
する各種機器を取付要素に対して水平方向へ移動させ、任意の位置で安定停止保持させる
ことができる上に、使用開始後においてフリクショントルクに経時的変化が生じてしまう
のを極めて有効に防止できる支持機構並びにこの支持機構を用いた支持装置を提供するこ
とができるものである。
【符号の説明】
【００４７】
Ａ　　　第１支持機構
Ｂ　　　第２支持機構
ｃ　　　第１保持機構
ｄ　　　第２保持機構
１　　　支持装置
２　　　昇降装置（取付要素）
３　　　支柱
４　　　取付部材
５　　　第１支持アーム
５ａ　　第１空洞部
６　　　第１スイベルトルクヒンジ
６ａ　　ヒンジシャフト
６ｈ　　軸支部
７　　　ブッシュ部材
７ａ　　挿通孔
８　　　ブラケット部材
８ｆ　　係合孔
９　　　第１フリクショントルク発生機構
１１　　第２支持アーム
１２　　第２スイベルトルクヒンジ



(9) JP 2020-153433 A5 2020.11.12

１２ａ　ヒンジシャフト
１３　　ブラケット部材
１４　　第２フリクショントルク発生機構
１５　　ユニバーサルジョイントヒンジ
１６　　ディスプレイ
２０　　スイベルトルクヒンジ
２０ａ　取付部材
２１　　支持アーム
２３　　ヒンジシャフト
２５　　フリクショントルク発生機構
２６　　ブラケット部材
【手続補正２】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１】
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【手続補正３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図２
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図２】
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【手続補正４】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図７
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図７】
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【手続補正５】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図８
【補正方法】変更
【補正の内容】



(16) JP 2020-153433 A5 2020.11.12

【図８】
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【手続補正６】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１０】
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